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一般会計歳入一般会計歳入
　法人市民税は企業の業

績改善により、固定資産

税は償却資産の設備投資

により、それぞれ増加を

見込んでおり、市税全体

としては、増額としてい

ます。

　国庫支出金は、社会資

本整備総合交付金などの

増加により、増額として

います。

　県支出金は、強い農業づ

くり交付金などの減少によ

り、減額としています。
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　補助費は、強い農業づ

くり交付金などの減少に

より減額とし、扶助費は、

生活保護費などの増加に

より増額としています。

　普通建設事業費は、こ

ども園整備事業などの増

加はあるものの、吉名小

中一貫校施設整備事業な

どの減少により、減額と

しています。

地方譲与税

　1億 1,959 万円

　1.0％

地方特例交付金

　800 万円

　0.1％

交通安全対策特別交付金

　332 万円

　0.0％

分担金・負担金・寄附金

　1億 7,864 万円

　1.5％

使用料・手数料

　1億 1,952 万円

　1.0％

財産収入

　3,070 万円

　0.2％

繰越金

　1千円

　0.0％

貸付金

　3億 5,000 万円

　2.9％

維持補修費

　1億 7,965 万円

　1.5％

積立金

　2,843 万円

　0.3％

投資及び出資金

　16 万円

　0.0％

災害復旧事業費

　400 万円

　0.0％
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平成 30年度当初予算の概要
～地域資源を “活かす ”まちづくりの推進～

　平成 30 年度当初予算は、本市の有する誇るべき地域資源「人」「地域」「歴史・文化」を“活かす”

まちづくりを推進し、その魅力を発信し地域の活力を高めるためのシティプロモーションを展開する

とともに、「竹原市」に誰もが魅力を感じることができるような総合的な施策を着実に進めるものです。

　平成 30 年度当初予算の概要は、市ホームページにも掲載しています。

▼各会計の予算状況
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会計名 平成３０年度 平成２９年度 増減率（％）

一般会計 １２２億３，５８７万円 １３２億６１１万円 △７．３

特別会計 ８３億７，９２３万円 ８７億８，０７１万円 △４．６

国民健康保険 ３５億５，１６９万円 ４０億５，１５６万円 △１２．３

貸付資金 ８３３万円 ９１２万円 △８．７

港湾事業 ４，７２３万円 ４，０７９万円 １５．８

公共下水道事業 ９億５１８万円 ９億４，８０９万円 △４．５

公共用地先行取得事業 １千円 １千円 ０．０

介護保険 ３３億９，１６２万円 ３２億８，４９１万円 ３．２

後期高齢者医療 ４億７，５１８万円 ４億４，６２４万円 ６．５

水道事業会計 １０億３，５１１万円 ９億２，０６９万円 １２．４

合計 ２１６億５，０２１万円 ２２９億７５１万円 △５．５
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～持続可能なまちづくりに向けて～

平成 30 年度重点事業
主な事業は次のとおりです。

「人」を活かす事業

「地域」を活かす事業

■（仮称）まちおこしセンター整備事業　2億 4,800 万円

　官民連携により本市の産業振興等を図るため、市と商

工会議所が共同で事業展開する拠点施設を整備します。

■空き家等対策移住改修事業　150 万円

　空き家の活用による空き家の増加抑制及び市外から

の移住者の定住支援を図るため、市外移住者の空き家

取得に対する改修費補助を行います。

■介護職員初任者研修助成事業　40 万円

　介護サービス基盤を担う人材の確保と定着を促進す

るため、介護職員初任者研修の受講料の一部を助成し

ます。

「歴史・文化」を活かす事業

■景観計画策定事業　862 万円

　歴史的な建造物の維持や周辺の自然景観と一体と

なったまちなみ形成を図り、歴史・文化の継承や観光

資源を核としたまちづくりを進めるため、景観法に基

づく景観計画を策定します。

■歴史文化啓発冊子作成事業　320 万円

　郷土愛の醸成や歴史文化の啓発のため、古代から現

代までの総合的な歴史文化の啓発冊子を作成します。

■竹原芸術イベント事業　300 万円

　町並み保存地区の新たな魅力の創造と文化芸術の推

進のため、歴史的な町並みとアートを融合したイベン

トを東京藝術大学・大学院の学生と行います。

■こども園整備事業　1億 9,050 万円

　子どもの健やかな成長を第一に考え、質の高い教育・保育を提

供するため、竹原地区の竹原西保育所・中通保育所及び竹原西幼

稚園の３園を統合し、新たにこども園を整備します。

■観光プロモーション事業　800 万円

　観光客数及び観光消費額の増加を図るため、都市圏へ本市の観

光資源の魅力を積極的に発信する観光プロモーション事業を実施

します。

■市制 60 周年記念事業　250 万円

　市制 60 周年を記念し、「竹原市」に誰もが魅力を感じることができるよう、先人の足跡を振り返ると

ともに、未来に向けた新たな一歩を踏み出すため、記念式典及びその他記念イベントを開催します。


